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要 旨 
2016 年米国大統領選挙は、ヒラリー・クリントンが「ガラスの天井」を突き破り、米国史上初の女
性大統領となると予想されていたが、現実にはドナルド・トランプ氏が勝利を収めた。こうした背景
には反グローバリゼーションの潮流や格差社会の矛盾が大きな影響を与えている。しかしなぜ勝者は
バーニー・サンダースでなくトランプだったのか？ 若者たちやマイノリティと、低学歴・低所得の
怒れる白人労働者との間には投票行動や政治的感性に大きな乖離がみられたことも事実である。 
 本稿では反グローバリゼーションの社会的内実と多様性を検討したうえで、2016 年民主党大会の動
向やその周辺で展開されたマーチ・フォー・バーニーなどの社会運動にも言及しつつ予期せぬ結末に
終わった米国大統領選挙の背景について考察する。        
 
 
 
 
 
 
 
 
 
はじめに 
 
2016 年は現代政治を論ずるうえで忘れがたいエポックとして記憶されることになるだろう。英国のＥＵ離脱
に始まり、米国大統領選におけるトランプ氏の勝利など多くの識者が予想し得なかった事態が現実となって
いる。米国衰退後の覇権国なき世界秩序を「Ｇゼロ」と命名したイアン・ブレマーは「後世の歴史教科書には
１９４５－２０１６という時期区分が定式化されるだろう」と述べている。 
こうした出来事に通底する背景はなんだろうか？ 英国のＥＵ離脱については、反グローバリゼーション、
移民への恐れ、国家主権が制約されることへの反発、取り残された人々の理由なき反発などが要因として語
られている。ＥＵとは何かも知らず、移民に遭遇したこともない市井の人々が国民投票で離脱の意思表示をし
たことは象徴的である。米国大統領選の驚愕すべき帰結についてはどうか。本来民主党を支持してきたはず
の白人労働者がトランプ氏を支持し、彼は保護貿易・孤立主義外交など従来共和党が掲げてきた基本的政
－
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治姿勢とは対照的な政策を示している。低学歴・低所得の白人労働者は空洞化が著しい中西部でやり場の
ない怒りを抱えて沈黙を余儀なくされ、オバマに投票してきた人々がトランプ支持へと政治姿勢を転換させて
いる。彼らはグローバリゼーションから取り残された社会的弱者であり、その受け皿が従来の民主党候補でな
く共和党のトランプ氏であったことはパラドクスといえるだろう。 
ポピュリズム・ナショナリズム・ゼノフォビア(移民嫌い)といったステレオタイプでこうした現象を理解するのは
短絡的であろう。そこには「ひとつの時代の終わり」を示唆するような政策潮流の変化が予感されるからである。 
本稿では「反グローバリズムの潮流」がどのような社会的内実を意味しているのか検討する。ハーバード大
学教授のロドリックは「グローバル・エコノミーのトリレンマ」を掲げ各国は①グローバル化の推進、②国家主権、
③デモクラシーの追求といった目標から最大限 2 つの要素しか実現できないと論じている。デモクラシーを犠
牲にしたのが「新自由主義」、国家主権を犠牲にしたのが「欧州統合ＥＵ」、そしてロドリック氏自身の立場は
ハイパー・グローバリゼーションを否定し、賢明で穏やかなグローバリゼーションのもとで国家の再定義とデモ
クラシーの深化を方向として示している。（1） 
皮肉なことにブレグジット、トランプ現象、サンダース支持の若者たちいずれもがロドリックと同様の反グロー
バリゼーションに依拠しているようにみえる。しかしブレグジットやトランプ現象の担い手たちは同時に反知性
主義、反エリート主義でもありロドリックとは相容れない。またサンダース現象を担う若者たちの問題意識も社
会から取り残されたブレグジットやトランプ現象のホワイトバックラッシュとは異なった感性を持っている。 
反グローバリゼーションの多様な形態を見極めながら、２０１６年米国大統領選の驚愕すべき帰結とその背
景を検討するのが本論の課題である。 
 
  
第１章 反グローバリゼーションの社会的内実 
 
１－１ 反グローバリゼーションと「ミラノビッチの象」 
 
グローバリゼーションを定義する場合、物財・資本・技術・労働力・情報が国境を越えて自由に移動し各国
経済の相互依存が深まる傾向を意味する。しかしＷＴＯが発足にあたりサービス貿易や知的財産保護制度を
主要な対象にしたように今日ではソフトコンテンツに相当する領域が重要となっている。市場経済・民主主義・
企業組織・金融システムなどの制度が規範力をともない普及する共に、法務サービスやビジネスモデルまで
もが並行して国境を越え展開されてゆく。こうした文脈では各国の制度規範とグローバリゼーションの間に摩
擦が生じるであろうことは容易に想起できよう。にもかかわらず、なぜ各国はグローバル化を推進しようとする
のか？ 各国政府が規制を緩和し、自由化を進めてきた背景には、グローバル化により人々の生活が向上し、
多様な選択肢や可能性が実現されるという考え方がある。また経済学における「比較優位」のように、「他国に
優越する産業がない国であっても国際分業の中で何らかの役割を担い分業に関与することでより豊かになれ
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る」という考え方もある。しかしグローバリゼーションにより実現される成長の恩恵は不均等なものであり、ひず
みや偏りを生じさせてゆく。先進国と途上国の格差ばかりでなく先進国内部における「砂時計型社会」や各国
間の労働条件をめぐる「底辺への競争」などである。では「砂時計型社会」「底辺への競争」とは何を意味する
のだろうか？「砂時計型社会」とは富裕層と相対的劣位にある社会層との両極分解をさす。高度成長期の成
長パターンが中産階級の興隆に支えられていたのに対し、グローバリゼーションの時代は中産階級の解体を
伴って進行したとされる。金融業やビッグビジネスの収益とは対照的に「雇用なき成長」「サービス・プロレタリ
アの拡大」といった状況がある。非正規雇用の増大が社会全体の格差を拡大させているのである。同様に
「底辺への競争」とは、企業利潤を極大化するというインセンティブから、経済活動が制度上規制の厳しいとこ
ろから緩やかなところへと移動してゆく傾向をさす。企業は課税水準の高い国から低い国へ、労働法制の厳
格な国から弾力的な国へ、社会保障の企業負担が大きい国からそうでない国へと生産拠点をシフトさせてゆ
く。同時に課税ベースが国内で縮小するとともに、企業活動や金融ほど国際的可動性の高くない一般勤労
者層が過重な負担を担うことになる。こうした傾向はソーシャル・ダンピングと呼ばれ多くの矛盾を社会に生み
出すことになる。（2） 
 世界銀行エコノミストの経験を持つブランコ・ミラノビッチは｢グローバル化の象｣と呼ばれるグラフで先進国の
中・低所得層が没落してゆく現実を描いている。冷戦終結前夜の 1988 年からリーマンショックの 2008 年に至
る 20 年間を対象に、横軸を家計所得・縦軸を所得増加率として示したところ、最も豊かな１％（先進国の富裕
層）と、所得が上から３０－６０％の人々（中国などの新興国）は 6 割以上も所得が増えたのに対し、上位 
１０－２０％の人々（先進国の中間層や低所得者層）は収入が増加しなかった。英国のＥＵ離脱やトランプショ
ックの原動力となった反グローバル化の担い手たちはこうした人々なのである。（3） 
 
図表 1 ミラノビッチの象 
The  Asahi Simbun Globe  November  2016 No.187 
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１－２ ロドリックのトリレンマとブレグジット 
 
アメリカの経済学者ダニ・ロドリックは『グローバリゼーション・パラドクス』のなかで、「世界経済の政治的トリ
レンマ」について論じている。①ハイパー・グローバリゼーション、②国家主権、③デモクラシーの間には最大
で 2 つしか実現できないというトリレンマがあるとされる。ハイパー・グローバリゼーションと国家主権の組み合
わせは「黄金の拘束服」と呼ばれ、国家は市場経済が要求する経済政策を遂行することでマクロ経済の利益
を享受できるとされる。またハイパー・グローバリゼーションとデモクラシーの組み合わせは国民国家を越えた
民主的政体「グローバルガバナンス」を意味する。国家主権とデモクラシーを重視する立場は「ブレトンウッズ
体制」に象徴される立場で、穏和な自由貿易と福祉国家の両立による「埋め込まれた自由主義」（ジョン・ラギ
ー）がこれに相当する。（4） 
庄司克宏はこのモデルを欧州統合に当てはめ、国際経済統合と国家主権の組み合わせをレオ・ティンデ
マンの２速度式欧州をルーツとする市場主導型アプローチ、国際経済統合とデモクラシーの組み合わせをダ
ーレンドルフのアラカルト欧州をルーツとする欧州連邦型アプローチと整理している。そして国家主権とデモ
クラシーを重視する立場が「ブレグジット｣英国のＥＵ離脱に当てはまることになる。能力と意思を持つ先行加
盟国が実験的に先駆的統合を進め、後発グループがこれを受け入れてゆくという「２速度式欧州」は思考実
験としては有力だが実現されてはいない。簡潔に論点を整理すればＥＵは、経済統合とデモクラシーを重視
し加盟国の国家主権を制限するモデル、英国のＥＵ離脱は国家主権とデモクラシーを重視し経済統合を制
限する立場といえるだろう。（5） 
欧州統合のもとでの国家主権の制限とは何を意味するのか？ ジャン・モネは最初の基本条約であるロー
マ条約の中で複数の国家が主権を制限しそれを共同行使する仕組みをスプラナショナルと定義し、これがト
ランスナショナルな交流・関係構築の基礎を成すと考えていた。こうした文脈の上で１９５０年｢シューマン宣
言｣を受け不戦共同体構築のため独仏和解に依拠した「欧州石炭鉄鋼共同体」が設立され、次の段階には、 
１９５７年に「共同市場・単一市場」の設立が実現されていくことになる。こうした統合の主体はインナー６と呼
ばれる独仏伊ベネルクスといった国々であり、英国は１９６１年、６７年に二度加盟申請を拒否されている。７０
年にヒース政権が３度目の加盟申請を行い１９７３年にようやく加盟を認められたという経緯がある。２０１３年の
クロアチア加盟でＥＵは２８カ国まで拡大したが、英国は遅れて加盟した後発国であり、通貨統合や国境管理
の枠組みをオプト・アウトすることでユーロにも加わらずシェンゲン協定も批准していなかったのである。 
次に２０１６年６月の国民投票について概観してみよう。すでに述べたようにＥＵ加盟国としてはインナー６
のような原加盟国ではなく後発グループであった英国は当初から欧州統合への懐疑派も多く、１９７５年にも
ウィルソン首相の下で離脱の是非を問う国民投票を経験している。このときは残留６７・２％、離脱３２・８％と大
差で残留が確認された。今回の国民投票もキャメロン首相は離脱を望んでいたわけではなく、残留の国民投
票結果に依拠してＥＵ内での交渉力を高めるのが目的だったと思われる。ＵＫＩＰ(英国独立党)などの過激な
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離脱推進派による事実に反するプロパガンダもあり、制度設計や事実関係に疎い国民が現政権への批判と
いう文脈でＥＵへの理解がないまま衝動的に離脱票を投じたとされている。全体の結果としては離脱派が５１・
９％、残留派が４８・１％と予想に反して衝撃的な英国のＥＵ離脱が決定されてしまった。世代間の相違として
は１８歳から２４歳の７３％が残留派であったのに対し６５歳以上の６０％が離脱を望むなど対照的な帰結とな
った。社会階層の上ではホワイトカラーの６０％が残留支持、ブルーカラーの６０％が離脱支持、大卒の７０％
が残留支持などの結果となっている。また白人の過半数が離脱支持、エスニック・マイノリティの６割が残留支
持などのデータも示されている。低所得・低学歴の白人層や社会から取り残された高齢者の間に情緒的な離
脱支持の傾向があったことをみてとれる。地域間の相違としてはロンドンを除くイングランドとウェールズに離
脱支持が多く各々イングランド５３・４％、ウェールズ５２・５％となっている。これに対し残留支持はスコットラン
ド６２・０％、北アイルランド５５・８％など分権・自治を希求する地域に多い。英国の主権やナショナリズムに対
する温度差を地域間格差からみてとれるだろう。（6） 
英国のＥＵ離脱は採算があっての決断だったのか？ かつてインナー６に対抗する目的で連携していたポ
ルトガル・デンマークなどのアウター７諸国は、そのほとんどが今ではＥＵの有力メンバーであり離脱に戦略的
な打算があったとは思われない。ＯＥＣＤは離脱により２０２０年までに英国のＧＤＰが３％低下すると試算して
いる。外資系企業の英国撤退、金融市場におけるロンドンの相対的地位低下などマイナス要因は数多い。キ
ャメロンの辞任を受け後任となったメイ首相もリスボン条約５０条に基づき粛々と手続きを進めると表明しては
いるもののその具体的プロセスは明らかにされていない。 
  
 
第２章 2016 年米国大統領選挙：驚愕すべき帰結の背景 
 
２－１ ウォール街占拠運動とサンダース現象 
 
サンダース現象の背景として、まず米国における格差社会の進行と社会経済的分断について検討する。
ポール・ピアソンが指摘するように、米国では 1960 年から 2007 年にかけて上位１％が国民所得に占めるシェ
アは１０％から２４％に上昇した。また 1979 年から 2006 年にかけての所得上昇率を比較すると貧困層が１１％
にとどまっているのに対し、上位１％は２５６％の上昇を示している。（7） 2008 年におけるリーマンショックとオ
バマ政権の誕生は、当初「30 年続いた新自由主義の終わり」「新たな社会的公正の時代の幕開け」との見方
もあったが、現実にはウォール街やＧＭが救済されるのとは対照的に格差の更なる進行を招いた。（8）こうした
文脈で登場したのがウォール街占拠運動である。ウォール街占拠運動は 2011 年９月１７日から 11 月 15 日に
かけて、リバティ・プラザを中心に展開された直接民主主義運動である。格差社会の進行、8％を超える失業、
学生ローンで大学を卒業した若者に非正規雇用しか見当たらず利子すら払えない非人間的な現実などを背
景としている。チュニジアやエジプトで展開されたジャスミン革命やスペインの若者が蜂起したＭ１５運動など
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からも多くの示唆を受けている。 
具体的経緯としては、前史として 2011 年 5 月 12 日から 6 月にかけてブルームバーグＮＹ市長の教職員
4000 人レイオフを盛り込んだ予算法案に対し 1000 人を超える教職員やアクティビストが抗議運動を展開し、
市庁舎周辺に泊り込むなどの行動がなされた。こうした機運の中で 7 月 13 日にカナダの消費者運動機関誌
アドバスターズがネット上で「９月１７日にウォール街を占拠せよ」との呼びかけを発信し、８月２日に準備会合
が開かれることになった。準備会合ではワーカーズ・ワールド・パーティーなどの左翼党派が旧泰然たる指導
者の演説と統制されたデモを主張したが、アナーキストや運動未経験の若者たちがこれに反発し、勝手に上
下関係のない水平的なゼネラル・アッセンブリーを開いてその後の流れを決定づけたとされている。そして９
月１７日には当初予定されていたチェース・マンハッタン広場が閉鎖されていたため、ズコッティパークの占拠
が敢行された。記念すべき発祥の地はその後「リバティ・プラザ」と呼ばれることになる。９月２８日にＮＹ市の
地下鉄・バス組合が支援を決定すると、10 月からはテント村の定着、ブルックリン橋でデモ隊 700 人の逮捕な
ど全米や世界から注目される事件が続発した。10 月 5 日にはＮＹ市の主要組合や地域の社会運動が賛同し、
1万５０００人と最大規模のデモが展開された。こうした潮流を受けて11月２日にはサンフランシスコのオークラ
ンドでゼネストが展開されるなど運動は全米に広がった。 
11 月 15 日、ＮＹ市警は急遽テント村を撤去し、人々を強制排除するなどの行動に出た。これに対して 11
月１７日には１万人のデモが対抗するなど運動は全米各地で継続されていった。（9） 
ウォール街占拠の若者たちは「民主党もコーポレート・パーティに過ぎない」と喝破するもの多く、前回 2012
年には投票ボイコットを呼びかけるプロテスターもみられた。 
2016 年の民主党大会を取り巻く抗議集会はサンダース自身の呼びかけで収束したが、ヒラリー支持に同
意したもの、緑の党ジル・ステイン（10）を強力に支援したもの、距離をおき投票ボイコットを選択した人々などに
分岐してしまった。 
 
２－２ ２０１６年フィラデルフィア民主党大会とマーチ・フォー・バーニー 
 
２０１６年米国大統領選挙における民主党全国党大会は、７月２５日から２８日の４日間、ペンシルバニア州
フィラデルフィアで開催された。ヒスパニック・コーカス、プロテスターの集会などを中心に筆者も視察の機会を
得た。 
 まず特筆すべきはプロテスターたちのデモンストレーションが過激だったことである。大会前日の７月２４日
(日)から大会翌日の２９日（金）まで午前８時から午後５時まで、切れ目なく抗議行動が展開されていた。アフリ
カ系の若者やソーシャリストを中心にマーチ・フォー・バーニーが展開される一方で、緑の党ジル・スタインを
支援するエコロジストたちもこれに対抗する運動を活性化させていた。ブリアナ・ジョーンズ、アサ・カリフ、ビリ
ー・テーラーなど運動を組織した若者たちの記事が地元紙を飾っていた。（11） 
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図表 2 マーチ・フォー・バーニーで熱狂する若者たち
2016 年 7 月 24 日 フィラデルフィアにて筆者撮影 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 4 アサ・カリフとビリー・テーラーの経歴 
The Philadelphia inquirer And Daily News、 
Sunday, July24, 2016  K15 ページ 
図表 3 ブラックメン・フォー・バーニーを指揮する 
アサ・カリフとビリー・テーラー 
2016 年 7 月 24 日 フィラデルフィアにて筆者撮影 
 
 
 
取り残された白人労働者層がトランプ現象に埋没していくのとは対照的に、既成政治に批判的な若者やマ
イノリティはバーニー・サンダースやジル・スタインを支持していた。サンダース自身はもともと民主党員ではな
く独立系候補としての政治キャリアを積んだ人物である。１９８１年バーモント州バーリントン市長に当選し、そ
の後下院議員８期、上院議員２期を務めている。自ら「民主的な社会主義者」を標榜しているが、米国政治に
おいて社会主義を掲げる人物が長期にわたり政治活動を継続できているのは異例のことだ。格差社会批判
や企業中心の米国経済への厳しい視点は、ウォール街選挙運動の経験をもつ若者たちとも共有されている
といってよいだろう。 
また党大会を取り巻く抗議集会のみならず、本会議場でもバーニー派の代議員が最後まで過激な抵抗を
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続けたのも過去の党大会にはみられなかった現象である。大会第一日目はバーニー派、ヒラリー派の代議員
が相互にブーイングを繰り返し、元ハーバード教授で演説の名手でもあるエリザベス・ウォレンのスピーチなど
は悲惨な結果となってしまった。次世代を嘱望された中立系のコーリー・ブッカーなどは巧みな演説を披露し
ていたが、バーニー自身の演説にも相手陣営から厳しいブーイングが浴びせられた。（12）大会二日目には、
ボルチモアのアフリカ系女性市長ステファニー・ローリング・ブレイクが議長を務め各州代議員の連呼投票が
行われた。そしてバーモント州の連呼投票後にバーニー候補が自ら全会一致でヒラリーを指名しようとの緊急
動議を提案してようやく異常事態に終止符が打たれたのである。その後オルブライトやビル・クリントンがヒラリ
ーにエールを送った後、女優のメリル・ストリープが若きヒラリーに扮して「歴史を作る瞬間」のスピーチを演じ
てみせた。二日目の最後には歴代大統領のセピア色の顔写真が連続上映された後、スクリーンを砕く映像と
ともに中からヒラリーの姿がクローズアップされて登場という大胆な演出も試みられた。｢ガラスの天井｣が打ち
破られた瞬間という設定である。指名受託演説に匹敵する感動的な瞬間が造りだされた。 
大会三日目には、アフリカ系の指導者ジェシー・ジャクソンがヒラリーにエールを送った後、レオン・パネッタ、
ジョー・バイデン、ブルーンバーグなどの有力者が激しいトランプ批判を繰り返した。副大統領候補のティム・
ケインも巧みなトランプのものまねを繰り返しながら会場の笑いを誘っていた。最後に現職のオバマ大統領が
格調高くヒラリーへの支持を呼びかけた。 
最終日には、前回２０１２年大会の議長を務めたヒスパニック系の前ロサ
ンゼルス市長アントニオ・ビュアゴッサやアフガニスタンの退役軍人ジョン・
アレン将軍が演説を行った。さらに２００４年にイラクで戦死したフマユン・
カーン大尉の父、キズル・カーン氏が妻と共に壇上に立ち「トランプ氏よ米
国憲法を読んだことがあるのか？ いつでも私の冊子をお貸ししよう」と憲
法を手に取り、満場の拍手を浴びた。最後にヒラリーが指名受託演説を行
い「もはや限界は空しかない。私はガラスの天井を突き破った」と力強く語
った。翌日のマスメディアは「彼女の人生で最も重要な演説は大成功に終
わった」と報道している。（13） 
 
 
 
 
 
 
 
図表 6 2016 民主党全国大会 
ヒスパニック・コーカス（7 月 25 日、
27 日開催）の入場パス 
 
図表 5 民主党全国大会パンフレットのヒラリー 
2016 Democratic National Convention ガイド 20 ページ  
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２－３ ２０１６年米国大統領選挙の帰結 
 
２０１６年１１月８日に行われた米国大統領選挙では事前の予想を覆し、共和党ドナルド・トランプ候補が民
主党ヒラリー・クリントン候補を破り勝利を収めた。ミシガン州などの集計の遅れもあり最終結果が確定したの
は１１月２８日であったが、獲得した選挙人の数ではトランプ候補３０６人、クリントン候補２３２人と大差がつい
た。しかし逆に一般投票の得票数・得票率ではクリントン候補がトランプ候補を上回っている。 
クリントン候補の得票数は６４４６万９９６３人、得票率は４８・１％であった。これに対しトランプ候補は得票数
６２３７万９３６６人、得票率４６・５％と単純に投票した有権者の数ではクリントン候補に及ばなかった。これは
米国の大統領選特有の選挙制度に起因するものといえる。全米５０州とコロンビア特別区(ワシントンＤＣ)に与
えられた総計５３８人の選挙人から過半数の２７０人を獲得したものが勝者となる。選挙人の数は、カリフォル
ニア５５人、テキサス３８人、ニューヨーク２９人など人口や規模に応じて各州ごとに異なっている。州ごとの勝
敗は勝者総取り方式(ウィナー・テイク・オール)となっており、投票結果が５１－４９であってもすべての選挙人
が勝者のものとなる。それゆえ原理的には得票総数の多数と獲得選挙人の多数が一致しないこともありうるの
である。今回は得票総数で２００万人上回っているにもかかわらずクリントン候補は獲得選挙人でトランプ候補
に敗れたのである。（14） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表 7 2016 年米国大統領選挙の結果 TIME  November21, 2016、6－7 ページ 
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米国政治の地政学的構図としては、カリフォルニアなどの西海岸、ニューヨークなどの東部では民主党の
支持基盤が固く、テキサスなどの南部やロッキー山系では共和党が有力とされている。今回の選挙も民主共
和のどちらにも勝つ可能性がある１１の接戦州が勝敗を左右することになった。前回２０１２年選挙では、民主
党オバマがすべての接戦州を押さえて共和党ロムニーに圧勝している。今回も事前の予想では多くの接戦
州でクリントン候補に有利な世論調査が公表されていた。オハイオ・フロリダなどでトランプが勝利したとしても
ペンシルバニア・ミシガン・ウィスコンシンなどは、クリントンの勝率が７０％以上とされておりクリントン優勢という
予測である。しかし隠れトランプが５％存在した場合ランドスライドも起こりうるという事前調査もみられた。 
最終的にはオハイオこそトランプ５２・１％対クリントン４３・５％と大差であったが、フロリダ４９・1％対４７・８％、
ペンシルバニア４８・８対４７・６％、ウィスコンシン４７・９％対４６・９％、ミシガン４７・６％対４７・３％と選挙人数の
多い接戦州はいずれも僅差でトランプが勝利した。中西部の接戦州はラスト・ベルト（錆びれた地帯）と呼ば
れ、高度成長期に鉄鋼・自動車などの重厚長大型産業が隆盛を極めたものの近年は空洞化と貧困が問題と
なっている。今回の選挙でも「怒れる白人労働者の反乱」がトランプ逆転勝利の最大の要因とされており、低
学歴・低所得の白人層によるホワイト・バックラッシュが原動力となりスイング・ステートの定義どうり過去二回オ
バマに投票した人々がトランプ支持へとシフトしてしまった。（15） 
人種別の支持率では、白人がトランプ５８％対クリントン３７％、アフリカ系は逆にクリントン８８％対トランプ
８％、ヒスパニック系もクリントン６５％対トランプ２９％となっている。マイノリティはクリントン支持が固いものの
白人層におけるトランプ優位が示されている。 
性別ごとの支持率では男性がトランプ５３％対クリントン４１％、女性は逆にクリントン５４％対トランプ４２％と
なっている。興味深いことに白人女性ではトランプ５３％対クリントン４３％と逆転している。「ガラスの天井」を
打ち破るというメッセージで女性の政治参加をアピールしてきたヒラリー・クリントンだったが、必ずしも白人女
性の多数とその思いを共有することはできなかった。 
 
２－４ 驚愕すべき帰結の背景 
  
三度にわたる公開討論会をいずれも圧勝し、事前の世論調査でも優勢が伝えられ、政策的にも経験的に
も優位にあったヒラリー・クリントンがなぜ敗れたのか？ 
ブランコ・ミラノビッチが「グローバル化の象」で描いたような先進国中・低所得者の没落（先進国富裕層や
新興国の所得が６割増えたのに先進国中・低所得者の収入は増加していないという現実）、エマニュエル・ト
ッドが指摘したような既存のエリートやグローバリゼーションの恩恵を受けるエスタブリッシュメントに対する中
間層や庶民の反乱、これらは説得力のある言説ではあるが、にもかかわらず有権者の一般得票数ではヒラリ
ー・クリントンが２００万票勝っていたという現実がある。オハイオ・フロリダを落としてもウィスコンシン・ミシガン・
ペンシルバニアのいわゆる「ブルーウォール」を守りきればクリントンが辛勝していたはずである。この3州の逆
転劇が、最大のそして直接的な敗因といえるだろう。 
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白人労働者の怒り、Ｊ．Ｄ．バンスの『ヒルビリーエレジー』に描かれた没落した人々など、アパラチア山脈周
辺の白人労働者や錆びついた｢ラストベルト｣の白人労働者が隠れトランプとして米国マスメディアの世論調
査には民主党支持を示しながら現実にはトランプに投票していたという指摘もある。彼らは「ミラノビッチの象」
が描く、取り残された人たちであるが、それと同時にラストベルトには労働問題・移民問題をめぐる固有の諸問
題が存在している。１９５０年代に人口１８５万人を擁し全米第５位の大都市として自動車産業の中心だったデ
トロイトは２０１５年の時点で６７万人まで減少し空洞化の象徴とされている。２０１３年には財政破綻してしまっ
た。ゼネラル・モータース自身が政府資金による救済で破綻を免れるなど劣悪な環境の中で、全米自動車産
業労組ＵＡＷはかつての影響力を失い、戦後期における労働運動の総本山は無力化されてしまっているの
である。南部諸州は州法で｢労働権法｣（労働組合にとらわれずに働く権利）が制度化され、ノンユニオン戦略
と共に共和党の固い支持基盤となっているが、かつての労働運動の総本山ミシガン州でも２０１２年リック・ス
ナイダー共和党知事のもとで労働権法が成立してしまった。 
またウィスコンシン州でも２０１０年に共和党がスコット・ウォーカー知事の当選と議会多数の獲得を同時に
実現し、翌２０１１年には官公労の団体交渉権剥奪を含む財政改革法を成立させてしまった。労働組合による
１７日間の議事堂占拠、スコットウォーカー知事のリコール成立など様々な抵抗が試みられたが、知事は再選
挙で勝利し力関係は大きく変化した。この事件は労働運動の「グランド・ゼロ」と呼ばれている。（16） 
中西部諸州はスイング・ステートと呼ばれ、民主・共和の勢力が拮抗している。ミシガン州における労働権
法制定、ウィスコンシン州における労働運動の｢グランドゼロ｣などは拮抗しつつも「ブルー・ウォール」と呼ば
れた民主党の影響力に影を落としている。 
２０１２年の大統領選挙ではオバマ自身が中西部出身ということもあり、接戦を制したが２０１６年はウィスコン
シン・ミシガン共に１％未満の僅差で共和党が勝利した。 
 次に人種問題の影響を検討する。ヒラリー・クリントンに投票した全女性有権者は、５４％と優勢だが、白人
女性では４３％と逆にトランプ支持者を下回っていた。様々な女性蔑視発言にもかかわらず驚くべきことに白
人女性の支持はトランプ優勢であったのだ。２０１６年民主党全国大会の議長は、２０１２年のヒスパニック系ビ
ュアゴッサ・ロサンゼルス市長に続いてボルチモアのアフリカ系女性市長ステファニー・ローリング・ブレイクが
務めた。ボルチモア市では２０１５年４月にフレディ・グレイ事件が発生している。黒人男性が警官による拘束
後死亡した事件をめぐり大規模な暴動が発生したのである。その収束にあたったのがアフリカ系のステファニ
ー・ローリング・ブレイク市長であったのだ。２０１６年８月１１日には司法省公民権局バニータ・グプタが「ボル
チモア市警」の調査と題した１６０ページの報告書を提出している。ボルチモアのアフリカ系人口は市全体の６
３％だが、路上で職務質問・身体検査を受けたアフリカ系住民の割合は８４％におよび、３０万回の職務質
問・身体検査から出頭命令・逮捕につながったのはわずか３・７％に過ぎないとされている。これは憲法や連
邦法に抵触する行為だと結論が示されているのである。（17）八年間のオバマ政権にもかかわらず人種をめぐる
アメリカ社会の分断・憎悪・対立は頂点に達している。人種間の対立を越えて和解と協調を演出するはずのス
テファニー・ローリング・ブレイクの議長就任は、ホワイトバックラッシュに影響を受けた取り残された白人層に
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は「マイノリティ対白人社会」の構図と映る可能性もある。「隠れトランプ」の心理的背景には、貧困や雇用のみ
ならず社会的亀裂が大きな影を落としている。 
 
 
結びにかえて 
 
反グローバリゼーションに依拠しながらサンダースではなくトランプが次期大統領に選ばれた理由はなんだ
ろうか？ 先進国の富裕層や新興国に比較して、先進国の中間層や勤労者が没落しているという「ミラノビッ
チの象」や、ロドリックのトリレンマにあてはめれば雇用・貧困・経済政策の点で各々の支持者が抱えている問
題には共通するものもある。しかしブラックメン・フォー・バーニーの若者たちに象徴されるような多様な価値
観に寛容な感性と、トランプ支持者のホワイトバックラッシュでは対極的である。 
そこにはアメリカ政治に内在する労働問題、移民問題に対する複雑な政策的分断が関係しているといえる
だろう。移民に関しても民主党が寛容で共和党が厳格などという単純なものではなく、どちらの立場にも賛成
派と反対派が存在している。経済保守は下部労働市場における移民労働力なしには成長は望めないと考え、
社会文化保守は治安や道徳・価値観の点でこれを拒絶する。労働運動の場合でもカリフォルニアに典型的
な働く女性と移民を活力とするソーシャルムーブメント・ユニオニズム（18）と中西部に伝統的な「移民は労働者
の雇用を奪う」とするビジネス・ユニオニズムでは対極的である。多くの政権は各々の立場を尊重し、レーガン
政権のように３００万人の不法移民にアムネスティを与えながら、国境警備を強化し不法移民を雇った側にも
罰を課すなどの複雑な態度をとった。オバマも不法移民の強制送還を強化しつつドリーム・アクトで移民の子
どもたちに政策的配慮をするなど折衷的政策を行っている。 
トランプに投票した中西部の「怒れる白人」たちは反移民のビジネスユニオニズムに立脚したカルチャーを
内在させている。隠れトランプと呼ばれる低学歴低所得の白人労働者たちはなぜ民主党に投票しなかったの
か。そこには民主・共和の軸では説明のつかない、移民やユニオニズムをめぐる複雑な分断が関係している
といえるだろう。（19） 
他方なぜあれほどトランプを嫌悪していた共和党主流派やリバタリアンは、棄権やゲーリージョンソンへの
投票へと向かわずにトランプで結束したのか？執行部・司法府・立法部レベルでは最高裁判事任命が軽視
できない争点でもあった。２０１６年２月に急死したスカリア判事（７９）はレーガン任命のプロライフ派であり、現
在保守・リベラルは最高裁で４名ずつと拮抗している。次期大統領の任期中に、ギンズバーグ（８２）アンソニ
ーケネディ（７９）ブライヤー（７７）とさらに３人の欠員任命が可能性として危惧されている。銃規制・同性愛・妊
娠中絶など今後３０年間の法治国家アメリカに指針を与える分水嶺として法曹重視の保守派には、候補者の
好悪にとらわれる余裕のない局面でもあったのである。 
多くの識者が論じているようにトランプの当選により「怒れる白人」「取り残された民衆」の利益が実現される
ことは難しいだろう。ホワイトバックラッシュやゼノフォビアと結びついた衝動的政治行動は既存の政治家に打
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撃を与えることはできても、そこから新しい世界イメージや政策体系を生み出すことはできない。 
人口構成の変化、社会経済変容を視野におけば、マイノリティや働く女性、若者層によって担われている
様々な試みこそが新たな可能性を秘めている。ウォール街占拠運動の挫折、サンダースの敗北を乗り越えて、
そのかなたに次世代の政治が誕生するだろう。（20） 
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ｏｆ Ｇｌｏｂａｌ Ｉｎｅｑｕａｌｉｔｙ．２０１１．  
  邦訳ブランコ・ミラノヴィッチ『不平等について経済学と統計が語る２６の話』  村上彩訳、みすず書房、２０１２年． 
  「ミラノビッチの象」についてはＴｈｅ Ａｓａｈｉ Ｓｈｉｎｂｕｎ Ｇｌｏｂｅ，Ｎｏｖｅｍｂｅｒ．２０１６．Ｎｏ．１８７  より転載した． 
（4）ロドリック前掲書、２４５ページ． 
ジョン・ラギーはブレトン・ウッズ体制を「埋め込まれた自由主義」と命名した人物だが国連グローバル・コンパクトの作成 
に深く関与するなどグローバル・ガバナンスの実現にも尽力している． 
（5）ロドリックのトリレンマを精緻に欧州統合に当てはめた分析としては、庄司克宏『欧州の危機：Ｂｒｅｘｉｔショック』東洋経
済新報社、２０１６年．７４－９３頁を参照． 
（6）英国のＥＵ離脱をめぐる国民投票については、２０１６年度日本政治学会前日に開催された政治研究者フォーラムに
て力久昌幸氏（同志社大学）より「ＥＵ国民投票と連合王国の将来」と題する講演を賜った．ブレグジットの具体的投票動
向については、力久報告の精緻な資料に依拠している． 
（7）米国の国民所得に占める上位１％のシェア（１９６０－２００７）については  Ｊａｃｏｂ Ｓ．Ｈａｃｋｅｒ＆ Ｐａｕｌ Ｐｉｅｒｓｏｎ， 
  Ｗｉｎｎｅｒ Ｔａｋｅ Ａｌｌ Ｐｏｌｉｔｉｃｓ  ：Ｈｏｗ Ｗａｓｈｉｎｇｔｏｎ Ｍａｄｅ ｔｈｅ Ｒｉｃｈ Ｒｉｃｈｅｒ Ａｎｄ Ｔｕｒｎｅｄ Ｉｔｓ Ｂａｃｋ ｏｎ 
ｔｈｅ Ｍｉｄｄｌｅ Ｃｌａｓｓ．Ｓｉｍｏｎ ａｎｄ Ｓｃｈｕｓｔｅｒ，ＮｅｗＹｏｒｋ，Ｌｏｎｄｏｎ，Ｔｒｏｎｔ，Ｓｙｄｎｅｙ ２０１０．Ｐ．１８． 
  米国における社会階層ごとの所得増加（１９７９－２００６）についてはＰ．２３．を参照． 
（8）１９１０年から２０１０年に至る、より長期の「米国の国民所得において上位１０%が占める比率の変容」については、 
Ｔｈｏｍａｓ Ｐｉｋｅｔｔｙ，Ｃａｐｉｔａｌ Ｉｎ Ｔｈｅ ＴｗｅｎｔｙＦｉｒｓｔ Ｃｅｎｔｕｒｙ，（ｔｒａｎｓｌａｔｅｄ ｂｙ Ａｒｔｈｕｒ Ｇｏｌｄｈａｍｍｅｒ）Ｔｈｅ 
Ｂｅｌｋｎａｐ Ｐｒｅｓｓ ｏｆ Ｈａｒｖａｒｄ Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ Ｐｒｅｓｓ，Ｃａｍｂｒｉｄｇｅ，Ｎａｓｓａｃｈｕｓｅｔｔｓ，Ｌｏｎｄｏｎ，Ｅｎｇｌａｎｄ．２０１４． 
Ｐ．２４．を参照．   
（9）ウォール街占拠運動の内実については、当事者でもある批評家の高祖岩三郎氏から詳細を伺った。（２０１２年８月２０
日、社会運動ユニオニズム研究会） 事実関係については研究会の配布資料に依拠している。 
（10）緑の党ジル・スタイン（６６）は、マサチュセッツ出身の医師でアクティビストとしても活動している。彼女の経歴につい
ては、Ｔｈｅ Ｂａｌｔｉｍｏｒｅ Ｓｕｎ，Ｔｈｕｒｓｄａｙ，Ｊｕｌｙ ２８，２０１６．を参照．  
（11）ブリアナ・ジョーンズ、アサ・カリフ、ビリー・テーラーなど運動を組織したアクティビストたちの経歴や抗議行動の日程
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については、Ｔｈｅ Ｐｈｉｌａｄｅｌｐｈｉａ Ｉｎｑｕｉｒｅｒ Ａｎｄ Ｄａｉｌｙ Ｎｅｗｓ，Ｓｕｎｄａｙ，Ｊｕｌｙ ２４，２０１６．を参照． 
（12）大会初日の厳しい対立を伝える報道としては、Mark Z.Barabak and Michael A.Memoli, ‘Ｓａｎｄｅｒｓ ｆａｎｓ ｃｒａｓｈ ｔ
ｈｅ ｐａｒｔｙ’The Baltimore Sun, Tuesday,July 26,2016. を参照． 
（13）大会最終日の様子を伝える記事としては Ｌａｕｒａ ＭｃＣｒｙｓｔａｌ，‘Ｂｅｙｏｎｄ ｔｈｅ Ｇｌａｓｓ Ｃｅｉｌｉｎｇ’Ｔｈｅ Ｐｈｉｌａｄｅｌ
ｐｈｉａ Ｉｎｑｕｉｒｅｒ Ａｎｄ Ｄａｉｌｙ Ｎｅｗｓ，Ｆｒｉｄａｙ，Ｊｕｌｙ ２９，２０１６．を参照． 
（14）２０１６年米国大統領選挙の結果についてはＴＩＭＥ Ｎｏｖｅｍｂｅｒ ２１，２０１６．に依拠したが、ミシガン州・アリゾナ州
の集計を終えた最終結果については２０１６年１１月３０日の『毎日新聞』で再確認した。 
（15）接戦州の最終結果については www.bbc.com/news/election/us2016/results に依拠した。 
（16）「グランド・ゼロ」いわゆるウィスコンシン争議の具体的経緯については、ウィスコンシン大学でティーチング・アシスタ
ントを務め、当事者でもあるエイドリアン・パジック氏から示唆を受けた。（２０１２年９月１８日、社会運動ユニオニズム研究
会） 
（17）２０１５年４月のフレディ・グレイ事件を受け、２０１６年８月１０日に司法省が発表した報告書「ボルティモア市警の調査」
については同年８月１１日の『日本経済新聞』に依拠した。 
（18）ロサンゼルスを中心に展開されているソーシャル・ムーブメント・ユニオニズムについては Ｒｕｔｈ Ｍｉｌｋｍａｎ，Ｊｏｓｈｕ
ａ Ｂｌｏｏｍ，Ｖｉｃｔｏｒ Ｎａｒｒｏ，Ｔｈｅ Ｌ．Ａ．Ｍｏｄｅｌ ｏｆ Ｏｒｇａｎｉｇｉｎｇ ａｎｄ Ａｄｖｏｃａｃｙ，ＩＬＲ Ｐｒｅｓｓ ａｎ ｉｍｐｒｉｎｔ ｏｆ 
Ｃｏｒｎｅｌｌ Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ Ｐｒｅｓｓ，Ｉｔｈａｃａ ａｎｄ Ｌｏｎｄｏｎ，２０１０．を参照． 
（19）アメリカ政治における移民問題と労働問題の錯綜した関係については、高橋善隆「移民のいない日(２００６年５月１
日)の衝撃」『国民国家の境界』加藤哲郎編、日本経済評論社、２０１０年．を参照． 
（20）カリフォルニアの若者たちは１１月１２日以降、トランプ当選を批判してＣａｌｅｘｉｔを掲げ、米国からの離脱、独立を呼び
かけるなど運動はますます活性化してきている。 カリフォルニア州副知事による「行革のバイブル」も話題となるなど
様々な社会実験が進行中である。 
 Ｇａｖｉｎ Ｎｅｗｓｏｎ，ＣＩＴＩＺＥＮＶＩＬＬＥ，２０１３．邦訳 ギャビン・ニューサム『未来政府：プラットフォーム民主主義』稲継 
裕昭監訳、町田敦夫訳、東洋経済新報社、２０１６年。 
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